
（案） 

役務契約書（単価契約） 
 
１. 業 務 名   令和７年度盛岡森林管理署官用自動車点検等業務 
 
２. 業 務 場 所   盛岡森林管理署ほか 
 
３.  業 務 内 容      別紙１「官用自動車点検等業務仕様書」のとおり 
 
４. 履 行 期 間      令和７年 月  日から 
                         令和８年３月１９日まで 
 
５. 業務請負予定金額   金         円 

うち自動車重量税         円 
自賠責保険料         円 
消費税額           円 

 
  契約単価については別紙２のとおり 
 
６. 契 約 保 証 金   免除 
 
 
 上記の請負業務について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づい

て、本契約書及び令和７年６月２日に交付した役務契約約款によって公正な業務請負契約

を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
  この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上各自１通を保

有する。 
    
  令和７年  月  日 
 
                発注者     岩手県盛岡市北山二丁目２番４０号 
                 分任支出負担行為担当官 
                盛岡森林管理署長 山口 孝          印 
 
 
                受注者      

 
                          印 

                                                             



 

契 約 条 項 
 
（目的） 
第１条 甲と乙はこの契約書に基づき、頭書の業務を誠実に履行するものとする。 
  ２ 甲又は甲の指定した職員は、契約締結後速やかに、自動車点検整備等委託車両及

び整備内容等一覧表（以下「一覧表」という。）を乙に交付し、頭書の業務の提供

を必要とする項目、数量、履行年月日等の業務履行の指示をするものとする。また、

自動車点検整備等委託車両に変更が生じた場合も同様とする。 
  ３ 乙は、前項に定める一覧表の交付を受けた場合は、これに従い、頭書の業務を頭

書の契約単価をもって確実に履行しなければならない。 
  ４ この契約による契約単価の有効期限は、頭書の契約期間とする。 
  ５ 乙は、甲の都合により契約物件の台数及び数量に異動が生じても、異議を申し立

てないものとする。 
 
（納入期限の延長） 
第２条 乙は、一覧表に定める期日内に業務の履行を完了することができない場合は、あ

らかじめ、甲又は甲の指定した職員に対し遅延の理由及び履行完了見込み日を明ら

かにした書面を提出して、期限延長の承認を求めなければならない。 
 
（延滞金） 
第３条 甲は、乙が一覧表に定める期日内に、業務の履行を完了できない場合において、

その後甲の定める期限までに完了できる見込みがあるときは、乙に対し延滞金を請

求することができる。ただし、その延滞が天災地変等やむを得ない理由によるとき

は、この限りではない。 
  ２ 前項の延滞金は、履行期限の翌日から履行完了日までの遅延日数１日につき、発

注書に定める数量に頭書の契約単価を乗じて得た額の年５％に相当する額とする。 
  ３ 第１項の延滞金の請求は、甲がこの契約を解除した場合における違約金の請求を

妨げるものではない。 
 
（整備の追加） 
第４条 乙は、第１条第２項の定めにより、点検等を実施しようとするとき、又は実施し

た結果、一覧表に定められた内容以外の追加整備が必要と判断した場合は、ただち

に甲又は甲の指定した職員に通知するとともに、その追加整備項目が頭書の契約単

価に定めのないときは、当該追加整備にかかる費用の見積を当該車両の使用者であ

る官署の長あて提出するものとする。 
  ２ 当該車両の使用者である官署の長は、契約単価に定めのない部分の追加整備につ

いて前項の乙の通知内容及び費用が適当であると判断した場合は、別途の請負契約

を乙と締結するものとする。 
（検査） 



第５条 乙は、業務の履行を完了したときは、その旨を甲に通知し、甲の命じた職員（以

下「検査職員」という。）の検査を受けなければならない。 
  ２ 検査職員は、前項の通知を受けた日から５日以内に当該成果品について検査を行

うものとする。 
  ３ 乙又は乙の使用人は、検査に立ち会い、検査職員の指示に従って、検査に必要な

措置を講ずるものとする。 
  ４ 前項の場合において、乙又は乙の使用人が検査に立ち会わないときは、検査職員

は、乙の欠席のまま検査を行うことができる。この場合において、乙は、検査の結

果について異議を申し立てることができない。 
  ５ 検査職員は、検査の結果、当該成果品の全部又は一部について不当な箇所を発見

した場合は、乙に対し、適当な日時を定めて補修を請求することができる。この場

合には、乙は、直ちに不当な箇所の補修を行わなければならない。この場合におい

て、第２項に規定する期間は、甲が業務のやり直しを完了した旨の通知を受けた日

から起算し、第３項及び第４項の規定を準用する。 
 
（損失負担） 
第６条 乙は、業務の実施について甲に損害を与えたときは、直ちに甲に報告し、損害を

賠償しなければならない。 
  ２ 乙は、業務の実施について第三者に損害を与えたときは、直ちに甲に報告し、乙

の負担において賠償するものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき

事由によるときは、その限度内において甲の負担とする。 
  ３ 乙は、乙の責に帰さない事由による損害については、第１項又は第２項の規定に

よる賠償の責を負わない。 
 
（代金の請求及び支払） 
第７条 乙は、業務の履行を完了し検査職員の検査に合格したときは、毎月分若しくは数

ヶ月分をとりまとめ、適法な請求書により履行した数量に頭書に定める契約単価を

乗じた金額を甲に請求することができる。 
  ２ 甲は、前項の支払請求書を受理したときは、その日から起算して３０日以内（以

下「約定期間」という。）に代金を乙に支払わなければならない。ただし、受理し

た支払請求書が不当のため、乙に返送した場合には、甲がその返送した日から乙の

適法な支払請求書を受理した日までの期間は、これを約定期間に参入しない。 
 
（支払遅延利息） 
第８条 前項の期間内に代金を支払わないときは、当該未払金額に対して「政府契約の支

払遅延防止等に関する法律」等に基づき計算した遅延利息を乙に支払うものとす

る。ただし、支払遅延が天災地変等やむを得ない理由によるときは、当該理由の継

続する期間はこれを約定期間に参入せず、また、遅延利息を支払い日数に計算しな

いものとする。 
（保証） 



第９条 乙は、当該業務の完了後６ヶ月、又は当該業務を実施した対象車両が、業務を完

了したときからの走行距離が１万キロメートルに達したときのいずれか早い日ま

での期間において、業務を実施した箇所に、当該業務が原因で不具合が生じた場合

であって、かつ、その不具合が当該業務が原因で生じたものと乙が認めたときは、

その不具合箇所を乙の負担において再度整備するものとする。その他、保証の詳細

は、乙の発行する整備保証書による。 
 
（契約の変更） 
第 10 条 経済情勢の激変等により、頭書に定める契約単価が著しく不当であると認められ

る場合は、甲、乙協議して契約変更することができる。 
 
（契約の解除） 
第 11 条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除する

ことができる。この場合、乙は、違約金として契約期間中に必要とする数量に契

約単価を乗じて得た額の１００分の１０に相当する金額を甲に支払うものとす

る。 
    （１）契約上の義務を履行せず、又は履行する見込みがないと甲が認めたとき。 
    （２）この契約に関し、不正行為をしたと甲が認めたとき。 
   （３）天災その他不可抗力以外の理由により契約の解除を申出たとき。 
 
（談合等の不正行為に係る解除） 
第 12 条 甲は、この契約に関し、乙が次の各号の一に該当するときは、契約の全部又は一

部を解除することができる。 
   （１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第７条又は第８条の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に

限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金

納付命令を行ったとき又は同法第７条の２第１８項若しくは第２１項の規定に

よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 
   （２）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人

を含む。）が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３若しくは第１９８

条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による

刑の容疑により公訴を提起されたとき。 
   ２ 乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には、

速やかに、当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 
 
（談合等の不正行為に係る違約金） 
第 13 条 乙は、この契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が前条により契約の

全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、違約金として契約期間中に必要と



する数量に契約単価を乗じて得た額の１００分の１０に相当する額を甲が指定す

る期日までに支払わなければならない。 
   （１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条又は第８条の

２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定によ

る排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき又は同法第６６条第

４項の規定による審決において、同法の規定に違反する行為があった旨が明ら

かにされたとき。 
   （２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金

納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき又は同法第６６条第４項の規定

による審決において、同法の規定に違反する行為があった旨が明らかにされた

とき。 
   （３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１８項

又は第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 
   （４）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人

を含む。）に係る刑法第９６条の３若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９

条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 
   ２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するとき

は、前項の契約期間中に必要とする数量に契約単価を乗じて得た額の１００分の

１０に相当する額のほか、契約期間中に必要とする数量に契約単価を乗じて得た

額の１００分の５に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わな

ければならない。 
   （１）前項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第７

項の規定の適用があるとき。 
   （２）前項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙又は乙の代理人（乙又は

乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）が違反行為の首

謀者であることが明らかになったとき。 
   （３）乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出

しているとき。 
   ３ 乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。 
   ４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過す

る場合において、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 
 
（債権債務の相殺） 
第 14 条 甲は、この契約により乙から甲に支払うべき債務が生じたときは、売買代金と相

殺することができる。この場合において、乙の支払うべき金額が甲の支払うべき

金額を超過するときは、乙は、その不足額について甲の指示するところによりこ

れを納入しなければならない。 
   ２ 乙が、この契約に基づく延滞金、違約金又は賠償金を甲の指定する期限までに

納付しないときは、甲は、乙から遅滞日数１日につき年５％の割合で計算した遅



滞金を徴収する。 
 
（権利義務の譲渡等） 
第 15 条  乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。 
 
（一括再委託等の禁止） 
第 16 条 乙は、業務の全部を一括して、又は一覧表において指定した主たる部分を第三

者に委任し、又は請け負わせてはならない。 
   ２ 乙は、前項の主たる部分のほか、甲が一覧表において指定した部分を第三者に

委任し、又は請け負わせてはならない。 
   ３ 乙は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あら

かじめ、甲の承諾を得なければならない。ただし、甲が一覧表において指定した

軽微な部分を委任し、又は請け負わせようとするときは、この限りでない。 
   ４ 甲は、乙に対して、業務の一部を委任し、又は請け負わせた者の商号又は名称

その他必要な事項の通知を請求することができる。 
 
（契約外事項） 
第 17 条 この契約書に定めていない事項については、必要に応じ甲乙協議の上、定めるも

のとする。 
 
（紛争解決の方法） 
第 18 条 この契約について紛争を生じた場合は、甲乙協議して選定した第三者の調停によ

り解決するものとする。 
 
（特約条項） 
第 19 条 特約条項は別紙のとおりとする。 


